
能登半島地震における
下水道施設の復旧対応状況と課題

⾧野県環境部水道・生活排水課



下水道事業における災害時支援に関するルール

○平成７年阪神・淡路大震災を契機に制定され、平成
16年新潟県中越地震、平成19年新潟県中越沖地震、
平成23年東日本大震災、平成28年熊本地震の経験を
踏まえて改定

○全国ルールのほか、ブロックルール、都道府県ルール
よりなる

（目的）
第１条下水道事業における災害時支援に関するルール

（以下「全国ルール」という。）は、直下型地震等の大規模
な災害が発生し、下水道施設が被災した際、被災した自治体
単独では対応が困難な場合に備えて、都道府県を越える広域
的な下水道事業関係者間の支援体制を整えておくことを目的
とする。
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下水道支援ルールの運用

災害発生!

被災市町村 ⇒ 都道府県に被災状況を報告、支援を要請

被災都道府県内の自治体による支援【都道府県ルール】

被災ブロック内自治体による支援【ブロックルール】

広域支援（支援ブロック、大都市ブロックによる支援）【全国・大都市ルール】
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愛 知 県

三 重 県

関係地方整備局

大都市窓口（東京都）

国交省下水道部

他ブロック幹事－ 下水道協会
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－ 副本部長(名古屋市)

－ 副本部長 下水道事業団、各協会

福 井 県

－
被災県所管
地方整備局

本部長

（被災県）

－ 総　括
副本部長

（石川県）

副本部長

（長野県）

新 潟 県

下水道中部ブロックルールに基づく支援

国土交通省を⾧とする
石川県下水道支援調整隊の
一員として石川県庁に常駐

令和５年度、⾧野県は
副本部⾧

総括副本部⾧の石川県が
被災⇒本部⾧

⾧野県が総括副本部⾧に
繰上げ

能登半島地震の支援
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〇国土交通省下水道部
…総括、記録作成

〇国土技術政策総合研究所
…管路調査・復旧の助言・支援
〇⾧野県（中部ブロック総括副本部⾧）
…中部ブロック応援職員の派遣調整
管路調査の現地調整、進捗管理

〇名古屋市（大都市副本部⾧）
…管路調査支援体制の検討、
能登６市町支援調整

○東京都（大都市ブロック担当）
…能登６市町支援調整

〇日本下水道事業団
…処理場等調査

〇日本下水道協会
…後方支援

〇日本下水道管路管理業協会
…応急対応、管渠被害２次調査 5

【応援ルール第７条の３】
下水道対策本部⾧は、被災状況等を踏まえ、被災した

ブロック以外の広域支援調整等の下水道対策本部の業務を
円滑かつ迅速に実施するため、第９条に基づく総合調整の上、
下水道対策本部内に支援調整隊を設置することができる。

下水道支援調整隊（１月５日～４月12日）



中部ブロックは主に県の中央部を担当

支援の分担

能登６市町
【七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、穴水町、能登町】

被害が甚大

効率的な被害調査
調査結果を踏まえた応急対応の助言

大都市ブロックが担当
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下水道災害対応の流れ

災害発生

０次調査…二次災害発生の恐れや、重大な機能障害の把握
（外観目視調査:被害情報の収集、被災エリアの特定等）

１次調査…全体的な被害状況の把握
（マンホール内部調査:応急復旧や二次調査の必要性判断）

２次調査…本復旧に向けた調査
（テレビカメラ調査:査定の根拠資料整備）

査定設計書の作成・災害査定

復旧工事

１週間程度

１か月程度

２か月程度

３日程度
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中部ブロックの支援（０次・１次調査）
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○期 間:１月９日～３月28日（追加調査含む）
○支援人員:約９0０名
○調査延⾧:１,３８９㎞（全管渠延⾧の２５%）※能登６市町を除く

調査に並行して、管路管理業協会等が汚水の吸引
や仮配管等の応急対策を実施



管口異常
浮上
/沈下

ずれ
/破損

本管突出
抜出し

管種図面番号 管渠番号
上流

人孔番号
下流

人孔番号
管渠延長
(m)

口径
（mm）

調査確認日

管渠状況 マンホール状況 判定

応急対応
の必要性

調査省略
路線

二次調査
の必要性

自由記載欄路面
異常

写真
撮影

路面との
段差

人孔異常
滞水

土砂
堆積

調査
不能 その他

写真
撮影

調査都市

０次・１次調査の振り返り

●紙ベースの台帳図を使用…字が不鮮明、雪・雨で破損
●調査記録表にゼロから緒元等を入力…調査結果の整理に膨大な時間
●調査拠点を金沢市に集約…現地までの往復に時間を要する
●自治体ごとに異なるセキュリティー対策…データの共有が困難

１次調査記録表
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中部ブロックの支援（２次調査）

○期 間:１月15日～４月16日（追加調査含む）
○支援人員:約１,450名
○調査延⾧:２０１㎞、うち被災延⾧:１２２㎞（全管渠延⾧の２.２％）※能登６市町を除く

10
汚水の吸引

管内の清掃

テレビカメラ調査



２次調査の振り返り

●耐震化対策は効果あり…計画的な耐震化の実施
●作業員・監督員の宿泊場所確保
●車両の待機場所の用意
●洗浄用水の確保
●吸引した汚水や土砂の処分先の準備
●応急対応…地元業者・管路管理業協会等の活用
●燃料欠乏による自家発停止…処理場機器が水没
●冬期装備の準備（スタッドレスタイヤ等）
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●期間:１月８日～４月16日
●人員:延べ２,６６６人・日（９県１２２市１３町１組合）
●支援先（管渠被害調査）
七尾市、小松市、輪島市、珠洲市、羽咋市、かほく市、
能美市、津幡町、内灘町、志賀町、宝達志水町、中能登町、
能登町

内灘町 汚水２次調査

輪島市 雨水１次調査中部ブロック

●期間:１月８日～４月26日
●人員:延べ約１５,０００人・日（国交省、中部ブロック、

大都市ブロック、下水道事業団・協会等）

短期支援全体
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調査支援のまとめ



【非常時対応】
●緊急点検・緊急調査
施設の稼働状況の確認

●緊急措置
地元業者、コンサルタント、管路管理業協会等の活用

【事前対策】
●下水道台帳等の整備及びそのバックアップ
台帳の電子化、クラウド化による効率化

●資機材の確保（備蓄及び調達）
燃料の調達方法

●支援・受援体制の構築
受援体制（作業拠点）…作業拠点は被災自治体ごとに整備

作業環境の整備（データの共有）
作業員・監督員の宿泊場所確保
車両待機場所の用意

支援体制…支援自治体により準備に差

下水道施設復旧の課題 ～ＢＣＰの観点から～
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●民間企業との協定の締結・見直し
協力依頼先と協定締結の有無を確認

●その他
洗浄用水の確保
吸引した汚水や土砂の処分先の準備
地域特性に応じた準備（冬期装備など）



長野県生活排水キャラクター

「めぐるん」


